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 たびたび世間の話題に上る賃貸アパートだが、賃貸マンションと比較して、その規模や特性について分

析したレポートは少ない。本レポートでは、両者の規模の把握と比較を試みる。 

 賃貸アパート居住世帯は、全国的には 30 年間にわたり一定割合（全主世帯の 10%弱）を維持し続けてお

り、2015 年の国勢調査では、主要都市においても平均 10%弱存在する。 

 主要都市では借家居住の割合が全国比で高く、特に大阪市と福岡市は賃貸マンション割合が高水準。 

 一方、構成比ではなく主世帯数で比較すると、東京 23区の賃貸アパート世帯数は、大阪市（賃貸マンショ

ン世帯数が東京 23 区に次いで多い）の賃貸マンション世帯数を上回り、大きな市場規模を誇っている。 

 そこで、LIFULL HOME'S と三井住友トラスト基礎研究所は、今後数本のレポートを発行し、市場規模が

大きい東京 23 区の賃貸マンションと賃貸アパートの、賃料決定構造や経年劣化の違い等を分析する。 

 

賃貸マンションと比較して、規模や特性に関する分析が少ない賃貸アパート 

近年、個人による貸家業向け貸出（アパート・マンションローン）の増加や施工不良問題等で、賃貸アパートがた

びたび世間の話題に上った。一方で、賃貸アパートへの投資は個人によるものが大勢と考えられ、機関投資家も投

資対象とする賃貸マンションと比較して、その規模や特性について分析したレポートは少ない。 

そこで本レポートでは、国勢調査における主世帯数から、賃貸アパートの規模の把握と比較を試みる。なお、本レ

ポートにおいて、主世帯が居住する住居種別は、下記のように分類した（図表 1）。 

（図表 1）主世帯が居住する住居種別の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

注）本レポート以降の、LIFULL HOME'S のデータを使用した分析における賃貸アパートと賃貸マンションの分類は、上記と異なる  
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全国的にマンション居住が進む一方、賃貸アパート居住世帯は一定割合（全主世帯の約 10%）を維持してきた 

初めに、全国の主世帯数から、人々がどういった種別の住宅に居住しているかを、時系列推移で確認した（図表

2）。主世帯数で見ると、その他を除く 4 タイプで増加している。構成比で見ると、一戸建・長屋建と分譲マンションを

合わせた持家比率はおおよそ 60%で変化ないが、持家においては分譲マンション、借家においては賃貸マンショ

ンの構成比が増加し、マンション居住が進んでいる。このように、分譲マンション、賃貸マンションの構成比が増加し、

一戸建・長屋建、その他の構成比が減少する中で、賃貸アパートは約 10%の一定割合を維持し続けている。 

（図表 2）全国の主世帯の居住状況の推移（主世帯数／構成比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）総務省統計局「国勢調査」（昭和 60 年～平成 27 年）をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 

 

主要都市は借家居住の割合が全国比で高い。特に大阪市と福岡市は賃貸マンション比率が 37%と高水準 
次に、2015 年の主世帯数から、人々がどの都市のどういった種別の住居に居住しているかを、上位 10 位の市区

町村（以下、主要都市）について、主世帯数と構成比で比較した（図表 3）。主世帯数で見ると、東京 23区が突出し、

次点の横浜市の約 3 倍の規模を誇っている。一方、構成比で見ると、一戸建・長屋建と分譲マンションを合わせた持

家比率は、主要都市平均で約 50%と、全国を下回る。商業地の集積する都市部ほど地価水準が高くなることも影響

し、借家居住の割合が増すと考えられる。とはいえ、都市ごとに特徴は異なり、横浜市やさいたま市は持家比率が

60%を越え、ベッドタウンとしての側面を伺わせる。また、大阪市と福岡市の賃貸マンション比率は約 37%と、これら

主要都市の中でも特に高水準である。なお、賃貸アパートは、主要都市平均でも全国と同じ 10%弱となっている。 

（図表 3）主要都市の主世帯の居住状況（主世帯数／構成比） 

 
出所）総務省統計局「平成 27 年国勢調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 
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主世帯数では、東京 23 区の賃貸アパートは大阪市の賃貸マンションを上回り、大きな市場規模を誇る 

前段落では、主に構成比の観点から主要都市の比較を行ったが、民営借家（賃貸マンションと賃貸アパート）に

絞り、主世帯数の観点から比較すると、異なる様相が見えてくる。すなわち、東京 23 区の賃貸アパート世帯数は、大

阪市（賃貸マンション世帯数が東京 23 区に次いで多い）の賃貸マンション世帯数よりも多いことが分かる（図表 4）。

また、福岡市も、賃貸マンション比率が大阪市に次ぐ高水準とはいえ、主世帯数で見ると、横浜市、名古屋市、札幌

市と同水準である。東京 23 区の賃貸アパートは、賃貸住宅市場において 2 番目の規模を誇ると言える。 

（図表 4）主要都市の主世帯の賃貸マンション・賃貸アパートへの居住状況（主世帯数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）総務省統計局「平成 27 年国勢調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 

 

賃貸マンションと賃貸アパートの賃料決定構造や経年劣化の違い等を、今後数本のレポートに分けて分析 

そこで、LIFULL HOME'S と三井住友トラスト基礎研究所は、共同研究として今後数本のレポートを発行し、市場

規模の大きな東京23区の賃貸アパートの特徴を、東京23区の賃貸マンションと比較する形で明らかにしていきたい。

具体的には、LIFULL HOME‘Sが独自に蓄積しているデータを活用し、賃料決定構造や経年劣化の違い等につい

ても明らかにできればと考えている。レポート発行には時間を要すことも考えられるが、ぜひご一読いただければ幸

いである。 
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【お問い合わせ】 https://www.smtri.jp/contact/form-investment/index.php 
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